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参考２ 財産及び損益の状況に関する調査項目の内容及び範囲

調 査 科 目 内 容 及 び 範 囲 該当する勘定科目例

（貸借対照表科目） 期末における財産の状況を明らかにするもので

ある。

Ⅰ 資産の部

１ 流 動 資 産

現金項目及び貸借対照表日の翌日から

起算して、１年以内に直接的に現金化さ

れるか又は他の資産に変化するもの、並

びに１年を越えても加工・売却を予定す

る資産をいう。

【現金・預金】 【現金・預金】

①現金 現金及び預金、当座預

支払手段として直ちに利用できるも 金、普通預金、定期預

のであって、通貨のほかに通貨代用証 金、保険積立金

券としての小切手、為替券などを含む。

②預金

当座預金、普通預金、定期預金・通

知預金などの預貯金一切

【売掛金・未収金】 【売掛金・未収金】

①売掛金 売掛金、未収入金、未

得意先との間の通常の取引に基づい 収金、受取手形、貸倒

て発生した営業上の未収入額 引当金（貸方科目）

②未収金

通常の営業取引以外の取引（固定資

産や有価証券の売却等）から生じる短

期債権。主要な営業活動によるもので

はなく、一時的、臨時的な性格のもの

なので売掛金とは区別して取り扱われ

る。（売掛金及び未収金に貸倒引当金

が合わせて計上されている場合は、そ

の額を控除した額を計上する。）
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参考２ 財産及び損益の状況に関する調査項目の内容及び範囲（つづき）

調 査 科 目 内 容 及 び 範 囲 該当する勘定科目例

【棚卸資産】

商品及び製品（販売されるために保有

される資産）、原材料及び貯蔵品（生産

のために直接、間接に消費される資産）、

仕掛品（販売される製品の生産のために

生産過程にある資産）

【有価証券】 【有価証券】

有価証券のうち、いつでも売却しうる 有価証券、国債、地方

市場性のあるもので、短期的資金運用の 債、株券

ために一時的に所有するものを当座資産

としてここに含める。すなわち、この有

価証券は経営上運転資金として運用する

ことが可能なものであり、長期所有目的

等の有価証券については固定資産に含ま

れる。

【その他の流動資産】

上記の当座資産及び棚卸資産に該当し

ない流動資産

①前渡金

商品、原材料等の購入のための前渡

金をいう。前渡金は財貨、用役請求権

であるが、それらの財貨、用役の営業

循環を通しての現金化が通常１年以内

に行われると認められるものをいう。

②前払費用

一定の契約に従い継続的に役務の提

供を受ける場合、未だ提供されていな

い役務に対して支払った対価をいう。

そのうち、貸借対照表日の翌日から

起算して１年以内に役務の提供を受け

るもの
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参考２ 財産及び損益の状況に関する調査項目の内容及び範囲（つづき）

調 査 科 目 内 容 及 び 範 囲 該当する勘定科目例

③未収収益

契約に基づいて継続的に役務を提供

する場合、すでに提供した役務に対す

る未収部分をいう。この未収収益に含

められるのは、時の経過に伴って発生

する「契約上の収益」に限られ、利息、

使用料、地代、家賃などについて多く

発生する。

④仮払金

処理すべき勘定科目が未定であった

り、金額が未確定であったりする支出

を、一時的に処理する仮勘定である。

２ 固定資産

経営活動のために使用される使用財で

あってそれ自身の販売を本来の目的とす

るものでなく、通常貸借対照表日の翌日

から起算して１年以上使用される耐久性

の資産

( １ ) 有形固定資産

【建物・構築物】 【建物・構築物】

事務所、倉庫、作業場、住宅等の建物、 建物・構築物、建物・

構築物をいう。（住宅は事業に使用して 施設、建物及び付属設

いる部分は含まれる。） 備、構築物

【機械・装置】 【機械・装置】

製品製造に使う機械や装置 機械・装置

【車両・運搬具】 【車両・運搬具】

林業用の車両・運搬具、製材施設、製 車両・運搬具

材器具をいう。
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参考２ 財産及び損益の状況に関する調査項目の内容及び範囲（つづき）

調 査 科 目 内 容 及 び 範 囲 該当する勘定科目例

【減価償却累計額】

上記の各償却資産について、評価勘定

としての「減価償却累計額」が計上され

ている場合、これを各償却資産の表示額

から控除したものが実際の資産価額であ

る。

【土地】 【土地】

営業目的で所有している土地であり、 土地

林業経営の場合には林業生産の生産財と

しての土地である。林業経営に直接使用

しない土地やその定着物（建物、立木な

ど）を所有している場合には投資不動産

として「投資・外部出資」として取り扱

う。

【その他】

有形固定資産のうち、上記の有形固定

資産に該当しないもの

建設仮勘定

営業の用に供する建設中途の固定資産

に要した一切の支出額をいい、設備建設

のための手付金又は前渡金、設備建設の

目的で取得した保管中の機械等、及び整

備建設の目的に充てられる資材購入の前

渡金なども含められる。

この勘定は、建設が完了した段階で該

当する固定資産勘定に振り替えられる。

(２) 無形固定資産 特許権、借地権、水利権、電話施設利 【無形固定資産】

用権、電気ガス供給施設利用権等の法律

又は契約によってその権利が裏づけられ 無形固定資産、電話加

ている無形の資産及び営業権、暖簾等収 入権、地上権、借地権

益力の源泉として資産価値の認められる

もの
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参考２ 財産及び損益の状況に関する調査項目の内容及び範囲（つづき）

調 査 科 目 内 容 及 び 範 囲 該当する勘定科目例

(３) 投資・その他 長期的な投資であって、投資有価証券 【投資・その他資産】

資産 （関係会社株式、それ以外の株式、社債、

国債、地方債等）、出資金（株式会社以 農協出資金、長期前払

外 の 有 限 会 社 、 組 合 等 に 対 す る 資 本 拠 金、長期貸付金、投資

出）、長期貸付金（契約期間１年以上の 証券、保証金

もの）、投資不動産（経営に使用しない

所有地、建物等）等

３ 繰延資産 【繰延資産】

創立費、開業費、開発費、試験研究費、

建設利息などのように、既に行われた支 繰延資産、創立費、開

出のうち、その効用が後の期間に及ぶた 業費

め、その支出を当期だけの費用とせず、

次期以降の数年間に配分するもの

Ⅱ 負債及び資本の部

１ 負 債

(１) 流動負債 請求され次第支払うべき債務、及び支

払い期日が貸借対照表日（決算日）の翌

日から起算して１年以内にくる債務

【買掛金・未払金】 【買掛金・未払金】

仕入先との間の通常の取引（林業用資 買掛金、未払金、未払

材等）に基づいて発生した営業上の未払 税金、

代金及び固定資産購入など通常の営業取 未払利息、支払手形、

引以外の取引によって発生した一時的債 未払費用

務

【短期借入金】 【短期借入金】

支払期間１年未満の借入金 短期借入金、借入金

【農協】 【農協】

普通貸出 農協貯金
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参考２ 財産及び損益の状況に関する調査項目の内容及び範囲（つづき）

調 査 科 目 内 容 及 び 範 囲 該当する勘定科目例

【市中銀行】

都市銀行、地方銀行、信託銀行、債券

発行銀行を含む全銀行及び信用金庫等か

らの運転資金などの借入金

【その他短期借入金】

農協、市中銀行以外の金融機関からの

短期借入金、その他の団体・個人からの

短期借入金

【その他の流動負債】 【その他の流動負債】

買掛未払金及び短期借入金以外の流動 前受金、預り金、前受

負債（評価性の引当金である「減価償却 収益、

引当金」が計上されていても、負債とし 仮受金、賞与引当金

て計上せず、資産勘定の償却資産額から

当該額を控除するものとして取り扱う。）

(２) 固定負債 貸借対照表日（決算日)の翌日から起算

して１年以上その支払期限の到来しない

長期負債

【長期借入金】 【長期借入金】

支払期限１年以上の借入金等 長期借入金、借入金

一般の市中銀行等からの長期借入金、

その他の団体・個人からの長期借入金

【財政資金】

国、地方公共団体が政策目的を遂行す

るため自ら融資する資金（農林漁業金融

公庫資金、林業改善資金、木材産業等高

度化推進資金等）
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参考２ 財産及び損益の状況に関する調査項目の内容及び範囲（つづき）

調 査 項 目 内 容 及 び 範 囲 該当する勘定科目例

【退職給与引当金】 【退職給与引当金】

退職給与引当金

【その他の固定負債】 【その他の固定負債】

１年を越える長期の預り金、未払金、 長期預り金、長期未払

修繕引当金等の長期の負債性引当金等で 金、修繕引当金、製品

ある。なお、１年以内に支出を生じさせ 保証引当金

る負債性の引当金は「その他の流動負債」

に含める。）

２ 資本

(１) 資本金 法定資本をいい、組合企業では組合員 【資本金】

の出資金が、合名・合資・有限会社では

社員の出資金が、株式会社の場合には株 資本金、出資金

式の発行額が該当する。

(２) その他資本額

【法定準備金】 【法定準備金】

商法等に定められている資本準備金及 法定準備金、資本準備

び利益準備金 金、利益準備金

【剰余金（当期利益を除く。）】 【剰余金】

任意の積立金であり、目的を持って積 特別積立金、別途積立

み立てられるものと、目的の明確でない 金、退職金給与積立金、

ものがある。 新築積立金

【当期利益】 【当期利益】

損益計算書上の法人税等引当額控除後 当期利益、当期欠損

の当期利益（欠損）
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参考２ 財産及び損益の状況に関する調査項目の内容及び範囲（つづき）

調 査 項 目 内 容 及 び 範 囲 該当する勘定科目例

（損益計算書科目） 経営成績を明らかにするために１会計期間の総

ての損益（収入とこれに対する総ての費用（支

出））を表示するものである。

Ⅰ 費用の部

１ 林 業 事 業 営 業 費 事業（営業）費用は、事業（営業）活

用 動から

生じる費用のことで、林業の場合、売上

原価と販売費及び一般管理費に区分され

る。

(１) 売上原価 売上げのために直接要した費用

期中棚卸増減 当期における林産物、仕掛品、原材料

の棚卸高の増減額で、期首のそれぞれの

棚卸高の合計から期末のそれぞれの棚卸

高及び固定資産育成高の合計を控除した

ものである。

賃金 林業作業に従事する従業員の給料 【賃金】

給料

苗木代 購入した苗木代 【苗木代】

苗木

原木購入費 購入した原木代 【原木購入費】

原木

光熱・動力費 生産のために使用される林業用機械の

燃料（ガソリン、軽油、重油）、電力料、

ガス代、水道料（事務所などで使用され

る分は「販売費及び一般管理費」に計上

する。）
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参考２ 財産及び損益の状況に関する調査項目の内容及び範囲（つづき）

調 査 項 目 内 容 及 び 範 囲 該当する勘定科目例

機械修繕費 固定資産の耐用年数を延長したり、価 【機械修繕費】

値が増加したりすることのないような小

修繕費。建物・機械などの修理・整備費 修繕費、修理費

賃借料 機械の使用料、共同利用施設利用料等 【賃借料】

機械使用料、機械リー

ス料、建物借料、事務

所家賃

減価償却費 生産に係わる（使用する）固定資産の

減価償却費（管理部門に属する減価償却

費を除く。）

租税公課 生産に直接関係のある固定資産税、自 【租税公課】

動車税、組合費等

租税公課

その他 上記に計上された以外の売上原価

(２ ) 販 売 費 及 び 経営における本来の営業活動の一環と

一般管理費 して生産の販売活動のために発生する販

売費及び経営の全般的な管理活動のため

に発生する一般管理費を併せたものであ

る。

販売経費 販売活動のために発生する一切の費用 【販売経費】

を計上する。（人件費は除く。）

販売手数料、荷造費、

運搬費、広告宣伝費、

保管費

人件費 人あるいは労働力に関連して発生する

費用の総称である。

減価償却費 管理部門に係わる（使用する）固定資 【減価償却費】

産の減価償却費

減価償却費
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参考２ 財産及び損益の状況に関する調査項目の内容及び範囲（つづき）

調 査 項 目 内 容 及 び 範 囲 該当する勘定科目例

租税公課 管理部門に属する固定資産税、自動車 【租税公課】

税その他の負担金

租税公課

負債利子 借入金に対する支払利息、手形割引料 【負債利子】

等

支払利息、利子・割引

料、手形割引料

その他 上記以外の管理費 【その他】

交際費、旅費、交通費、

通信費、光熱費、消耗

品費、修繕費、保険料、

不動産賃借料、事務費、

会議費、研修費

２ 林業事業外営業費 林業事業（営業）活動以外の原因から 【林業事業外営業費用】

用 発生する計上費用で、主として金融的あ

るいは財務的費用。 林業事業外費用

３ 営業外費用 営業活動以外の原因から生じる経常費 【営業外費用】

用で、主として金融的あるいは財務的費

用。 雑損失、繰延資産償却、

支払利息・割引料

Ⅱ 収益の部

１ 林業事業営業収益 林業事業（営業）収益は、事業（営業） 【林業事業営業収益】

活動から生じる収益のことであり、企業

会計の場合は売上高すなわち生産の販売 売上高

又は役務の給付によって実現した収益で

ある。
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参考２ 財産及び損益の状況に関する調査項目の内容及び範囲（つづき）

調 査 項 目 内 容 及 び 範 囲 該当する勘定科目例

(１)請負収入

ア植林収入

イ保育収入

(ｱ)下刈収入

(ｲ)枝打ち収入

(ｳ)除間伐等収入

ウ素材生産収入 各事業ごとに該当する収入の一切 林業収益、売上高

(ｱ)主伐収入

(ｲ)間伐収入

(２)立木買い収入

素材生産収入

(ｱ)主伐収入

(ｲ)間伐収入

２ 林業事業外営業収 林業事業（営業）以外からの収入の一 【林業事業外営業収益】

益 切

林業事業外収益

３ 営業外収益 営業以外からの収入の一切 【営業外収益】

受取利息・割引料、有

価証券利息、受取配当

金等、共済支払金、補

助金収入、貸倒引当金

戻入、退職給与引当金

戻入、雑損


